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口による較差は1•998倍と２倍を僅かに下回るも
のとなっているものの，選挙区割りは平成23年大
法廷判決により投票価値の平等に関する憲法上の
要請に反するとされた区割りを基礎に微調整をし
たものと評さざるを得ないもので，抜本的改革に
は程遠いものであり，同改正法の成立を理由に合
理的期間が経過していないということはできな
い。
以上述べたとおり，立法府は，合理的期間内に
本件選挙区割りの違憲状態を是正しなかったもの
であるから，本件選挙当時，本件区割規定は憲法
14条１項等の憲法の規定に違反していたものとい
わざるを得ない。
５ 本件選挙区割りの違憲状態が合理的期間内
に是正されなかったとして本件区割規定が違憲で
あるとする場合でも，これに基づく選挙を常に無
効とすべきものではなく，諸般の事情を考慮し，
いわゆる事情判決の制度（行政事件訴訟法31条１
項）の基礎にあるものと解すべき一般的な法の基
本原則に従い，選挙を無効とまではせず，選挙が
違法である旨を主文において宣言するにとどめる
ことが相当とする場合のあることは当審がこれま
でに判示してきたところである（昭和51年大法廷
判決，多数意見の引用する最高裁昭和60年７月17

日大法廷判決（以下「昭和60年大法廷判決」とい
う。）参照）。
選挙を無効とすることの主な弊害として，違憲
とされた区割規定の改正の審議について選挙を無
効とされた選挙区から選出された議員が存在しな
い状態でなされることが挙げられる。しかし，こ
の点については，選挙無効の効果を直ちに生じさ
せるのではなく，無効の効果は区割規定の改正等
に必要と見込まれる一定期間の経過後に始めて発
生するという内容の将来効判決をすることによっ
て解消が可能である（昭和60年大法廷判決におけ
る裁判官寺田治郎，同木下忠良，同伊藤正己，同
矢口洪一の補足意見参照）。また，本件では既に
平成25年６月24日に新たな区割規定を含む改正法
が成立しており，その内容は平成23年大法廷判決
の要請に十分応えているとはいえないとの批判が
あるものの，平成22年国勢調査人口による較差は
1•998倍と僅かでも２倍を下回るものとなってお
り，当審が本件区割規定の違憲を理由として選挙
を無効とした場合の補充選挙は，後述の小選挙区
制における個別的な支障の問題を捨象して考えれ
ば，当該選挙区の選挙についての過渡的措置とし

てこれによること（選挙を無効とされた特定の選
挙区について同規定による補充選挙を行う旨の立
法措置が必要と考えられる）が可能であると考え
る。この場合には，選挙無効とされた選挙区につ
いては新しい区割規定により補充選挙が行われた
としても，選挙無効判決がされていない選挙区に
ついては従来の区割規定により行われた選挙で選
出された議員がそのまま残ることになり，選挙を
無効とされていない選挙区との間及びこれらの選
挙区同士の較差は解消されないのであるから，新
区割規定により補充選挙が行われたとしても全体
として憲法違反を免れないのではないかとの疑問
が生じる。しかし，この点については，選挙を無
効とされた選挙区については新区割規定により実
際に補充選挙が行われ，他方，旧区割規定により
行われた選挙によって選出された議員についても
新区割規定により行われた選挙によって選出され
たものとみなされるという理解によって憲法適合
性を理由付けることが可能であろう。
上記によれば，本件において選挙を無効とする
ことによる弊害は大きなものではなく，他方で選
挙人の基本的人権である選挙権の制約及びそれに
伴って生じている民主的政治過程のゆがみは重大
といわざるを得ず，また，立法府による憲法尊重
擁護義務の不履行や違憲立法審査権の軽視も著し
いものであることに鑑みれば，本件は上記の弊害
の観点を理由としていわゆる事情判決の法理を適
用すべき事案とはいえない。
ただし，以上に述べたところは一般的な選挙区
の定数に係る選挙無効訴訟についてのものであ
り，小選挙区制が対象となる本件では，較差の是
正は選挙区の分割，選挙区の統合あるいは選挙区
の組替えによって行われるため，更に別の配慮が
必要となる。新区割規定の内容を今回選挙無効訴
訟が提起されている選挙区についてみると，東京
都第５区及び第６区については旧第６区の１部が
新第５区に組み入れられ，残りの旧第６区が新第
６区とされている。また，福井県第３区について
は旧第１区と旧第２区・旧第３区の一部を併せて
新第１区とされ旧第２区・旧第３区の残りを併せ
て新第２区とされた。平成24年実施の衆議院議員
総選挙について，仮に東京都第５区及び第６区の
選挙が無効とされた場合には，個々の選挙区の範
囲は異なるものの新第５区と新第６区の補充選挙
を同時に実施することで旧第５区・旧第６区の選

挙民が選出した議員がいないという事態はなくな
る。このように，訴訟の対象とされた全ての選挙
区を合わせた区域の範囲が選挙区割りの改定によ
り全体として変動しない場合には，新区割規定に
基づいて補充選挙を実施することに特に問題はな
い。
問題となるのは福井県第３区の場合である。新
区割規定では福井県第３区は存在しないのである
から，福井県第３区について補充選挙を実施する
ことは不可能である。また，旧第３区の一部が含
まれている新第１区及び新第２区で補充選挙を実
施するとした場合には，旧第２区，旧第３区の議
員と重複するだけでなく，旧第１区及び旧第２区
の選挙民は二重に選挙権を行使することが認めら
れることになり，これ自体が憲法違反となる可能
性は大きい。
この問題は，選挙区が廃止された場合に限って
生じる問題ではなく，上記の東京都第５区につい
てのみ選挙無効の判決が確定したと仮定した場
合，新第５区で補充選挙を実施した場合には，選
挙民の一部は旧第６区での選挙と新第５区での選
挙とで二重に投票権を行使することが許されるこ
とになり，これもまた憲法違反の疑いが強い。仮
に全選挙区において選挙無効判決が確定した場合
であればこうした事態は避けることが可能である
が，本件における訴訟の提起は一部の選挙区にと
どまっている。
このような困難な事態が生じるのは，当審が，
議員定数訴訟の判断枠組みとして，{公職選挙法
204条の訴訟の形態を用いた上で，|議員定数配
分規定の憲法適合性は選挙区ごとにではなく規定
全体として判断すべきとの判断枠組みを採用し，
小選挙区制下での区割規定についても同様の判断
枠組みを採用していることが主な原因となってい
るものといえる。上記判断枠組みは昭和51年大法
廷判決以来当審の判例とするところであるが，昭
和51年大法廷判決には，|について議員定数配分
規定を可分のものとし，その憲法適合性は個々の
選挙区ごとに判断し，一部の選挙区について投票
価値不平等の違憲の瑕疵があるとしても，その瑕
疵が必然的に他の選挙区全部について違憲の瑕疵
を来すものと考えないとする裁判官岡原昌男，同
下田武三，同江里口清雄，同大塚喜一郎，同吉田
豊の反対意見が付されており，裁判官岸盛一の反
対意見も可分とする点では上記反対意見と同旨と
いえる。

小選挙区制が導入されたこと及び当審の度々の
警告にもかかわらず立法府が是正措置をとらずに
違憲状態が継続するという現状を考えた場合，今
後，当審としては，飽くまで従来の判断枠組みを
維持しつつ，具体的事案については是正の実現が
事実上不可能であるとしていわゆる事情判決の法
理の適用を続けるか，判断枠組みを変え，選挙無
効判決に基づく是正の実現を実際上も可能とする
のかを選択を迫られる状況に至っているものとい
える。私としては，判断枠組みを変えて選挙無効
判決の是正の実現の可能性を回復する方向が望ま
しく，今後の検討課題と考えるものであるが，他
方，当審が上記判断枠組みを維持してきたことに
は十分な合理性があり，また，法的安定性の見地
からも軽々しく判断枠組みの変更は行うべきもの
ではないので，現時点ではこれを前提として検討
するものである。
事案の性質上，一部の選挙区についてのみいわ
ゆる事情判決の法理を適用するのは適当ではない
ので，さきに述べた理由によれば本件に上記の法
理を適用するのは適当でないと考えられるもの
の，選挙無効判決が確定した場合の補充選挙の実
施は事実上不可能と考えられるのであり，こうし
た見地から上記の法理を適用し，本件においては，
主文において選挙の違法を宣言するにとどめ，こ
れを無効としないこととするのが相当である。
裁判官木内道祥の反対意見は，次のとおりであ
る。
私は，本件選挙は前回の平成21年選挙時に既に
憲法の投票価値の平等の要求に反する状態に至っ
ていた本件選挙区割りの下で再び施行されたもの
であること，選挙区間の較差は平成21年選挙より
も更に拡大して最大較差が2•425倍に達していた
こと等に照らせば，本件選挙時において，平成21

年選挙と同様に，本件選挙区割りは憲法の投票価
値の平等の要求に反する状態にあったと解するも
のであり，この点については，多数意見に異論は
ない。
しかし，憲法上要求される合理的期間内におけ
る是正がされなかったといえるか否かについて
は，私は，多数意見と異なり，その期間内におけ
る是正がされておらず，本件区割規定は違憲であ
ると考える。そして，違憲とされた区割規定のも
とで行われた本件選挙の効力については，憲法に
よって司法に委ねられた範囲内において裁判所が
これを定めることができるものであり，今回につ
いては，違法である旨を宣言するが選挙は無効と
しないこととするのが相当であると解する。™

 


		2013-12-16T14:48:54+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




